
第２回 2040・アントレプレナー委員会 

2022 年度 

【報告書】 

＜日時＞2022 年９月１６日(金) 

＜会場＞ホテルイタリア軒 



－ 目 次 －

１．開会挨拶 …………………………………………… １
  新潟経済同友会 2040・アントレプレナー委員会 委員長 木山 光 

２．代表幹事挨拶 ……………………………………… ２ 
  新潟経済同友会 代表幹事 山本 善政 

３．基調講演 …………………………………………… ３
  一般社団法人 日本経済団体連合会 産業技術本部 本部長 小川 尚子 
  朝日メディアラボベンチャーズ株式会社 代表取締役     野澤 博

４．パネルディスカッション ………………………… 20 
＜コーディネーター＞ 
2040・アントレプレナー委員会 委員長 木山 光 

＜パネリスト＞ 
新潟県産業労働部創業・イノベーション推進課 課長 川島 俊哉 
第四北越銀行 コンサルティング事業部  
地域創生コンサルティンググループ 上席調査役 高田 敏行 
新潟ベンチャーキャピタル株式会社 代表取締役 永瀬 俊彦 
SIIG 株式会社 代表取締役 谷川 奨 
朝日メディアラボベンチャーズ株式会社 代表取締役 野澤 博 

５．ピッチイベント …………………………………… 30 
＜登壇者＞ 
株式会社パンタレイ 代表取締役 佐藤 靖徳 
HUB SAUNA株式会社 代表取締役社長 冨田 翼空 
株式会社コルシー  表取締役社長 堀口 航平 
SIIG 株式会社 代表取締役 谷川 奨 

【参考】参加者名簿 …………………………………… 31



 - 1 -

木山
き や ま

 光
こう

新潟経済同友会 

2040・アントレプレナー委員会 委員長 

皆様こんにちは。本日は今年度、第２回目の204

0・アントレプレナー委員会です。 

本日は大変暑い中、たくさんの皆様にお集まり

いただきありがとうございます。ざっと顔ぶれを

見させていただきましたが非常に若いというのが

第一印象でした。 

この委員会は2020年に発足したのですが、前身

は2014年に誕生した起業家支援研究会になります。 

この委員会で起業家の支援について同友会として

何が出来るかを日々検討しておりました。2017年

にはシリコンバレーに行きまして、本日ご講演い

ただく野澤様ともお会いしております。本日は新

潟ご出身という縁もございまして新潟にお越しい

ただきました。 

そのような流れが一つありまして、昨年2021年

７月に花角知事にもお越しいただき「2021 NIIGATA

スタートアップ支援サミット」を開催いたしまし

た。地元の経済界が起業創業もしくはスタートア

ップに対して、どのような支援を今後も出来るの

かということを検討する場所として継続的に行わ

せていただいております。 

また、岸田政権が誕生いたしまして、デジタル

田園都市国家構想や新しい資本主義など新しいキ

ーワードが出てきております。今年の４月には新

潟県イノベーション拠点であるNINNOに岸田首相が

お越しになり、今年度はスタートアップ元年です

といったお話をいただきました。そのため、国も

スタートアップに関して意欲的な政策に取り組ん

でいるといった現状であり、ここ５年くらいで環

境が大きく変わったことを皆さん肌で感じている

部分があるかと思います。 

DeNAの南場会長においても、経団連でスタート

アップ委員会の副委員長として提言「スタートア

ップ躍進ビジョン～10X10Xを目指して」を公表さ

れて、非常に画期的だなと感じました。是非この

お話を聞きしたかったので、今日リモートで本部

長の小川さんの方からお話をいただきます。 

 今日お話しを色々聞いていただいて、昨年スタ

ートアップ支援サミットを行って課題が２つ出ま

した。１つはアーリーステージもしくはシードス

テージにおける資金提供で、新潟県だけなのか全

国的になのかはわかりませんが、支援して欲しい

人に行き届く手段が少ないのではなく、今後どう

するべきかという課題があります。もう１つは起

業創業の数をどのようにカウントするのかが見え

づらく、日本にはカウントする指標が開業率しか

なく、起業創業もしくはスタートアップに対する

指標作りが課題であり、こちらは行政にやってい

ただけると良いのではないかと思います。 

 この課題に対してパネルディスカッションで深

堀はしませんが、ご登壇の皆様には現在の取組や

今後の取り組みをお話しいただきたいと思います。 

 最後は懇親会の席に４人の起業家の皆様からピ

ッチをしていただき、金融関係の方からコメント

も頂きたいと思います。 

 花角知事も２期目になりまして、起業創業に対

して色々支援をしていきたいというお話もされて

おりますので、同友会としても引き続きこのテー

マに関しても取り組んでいきたいと思っておりま

す。本日はどうぞよろしくお願いします。 

１．開会挨拶
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山本
やまもと

 善政
よしまさ

新潟経済同友会 代表幹事 

皆様こんにちは。本日はご参加いただきありが

とうございます。新潟経済同友会は政策提言集団

でして、個人の利害を超えて活動しており、委員

会は13個あります。13の委員会活動を通じて、学

んだことを新潟県や市町村に対して提言を行う団

体です。 

私は13個委員会のうち、この委員会に特別な興

味が個人的にあります。私のことで申し訳ありま

せんが、今年の8月11日に創業50周年を迎えました。 

24歳の時に新潟県新発田市からスタートし、売

り上げが半減する局面や資金繰りに苦慮する時も

あったが、考え抜いて辿り着いたのがハードオフ

でした。この中で一番大切だと思ったのは「理念」

です。正しい理念の下でないと一生懸命努力して

も報われないと反省の中でわかりました。 

まず大切なのは理念経営であり、ビジネスモデ

ルは次の段階だと思います。私は正しき理念を持

たずビジネスモデルだけで経営し、いつの間にか

消えてしまうのをたくさん見てきました。なので、

松尾芭蕉の言葉ですが「不易流行」が大切であり、

正しい経営理念から優れたビジネスモデルが生ま

れると思います。 

また、先日は新潟県上場企業IRフォーラム2022

を実施しました。新潟県で上場している38社中、2

1社にお越しいただき、投資家向けの企業説明会を

実施しました。毎年2,000人くらいの方にお越しい

ただき大盛況でした。ここでお伝えしたいのがこ

れだけ多くの個人投資家の方がいることです。 

ここにいる方はスタートアップや起業に関心の

ある方が多いと思いますが、私が目標に持ってい

ただきたいのはIPOです。なぜならIPOしないと応

援し甲斐がないからです。私は2,000年に上場しま

したが、大株主に大学の友人がいます。彼は本当

に苦しい時に200万円を貸してくれました。彼は今

では1億数千万持っております。また、古い社員の

方々も億万長者が何人もいます。IPOすると恩返し

ができます。なので、是非目指してもらいたい。 

また、参考までにですが全国の企業数が約386万

社あります。そのうち上場会社は3,900社くらいで

す。なので、1,000社に1社が上場していることに

なります。新潟県の場合は企業数が約83,000社あ

るが上場しているのは38社なので1,000社に0.4社

が上場していることになります。せめて全国並み

に倍くらいの上場企業があってもいいと思うし、

新潟のポテンシャルから言えばそれは出来ると思

う。まずは、とりあえず京都を追い越してもらい

たいと思う。京都は新潟と比べて人口やGDPが少し

多いくらいだが上場企業は71社あります。新潟も7

0社くらいの上場企業が出てくれば凄く活気がでて

経済や人口に好循環が生まれると思うのでそのよ

うな県になればいいと思います。 

新潟県が日本一元気な県になるように経済から

好循環を生んでいただきたいと思いますので、木

山委員長よろしくお願いします。ありがとうござ

いました。 

２．代表幹事挨拶
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小川
お が わ
 尚子
な お こ

一般社団法人 日本経済団体連合会  

産業技術本部 本部長 

＜経歴＞ 

一般社団法人 日本経済団体連合会産業技術本部長 

東京大学教養学部（国際関係論専攻）卒業。 

1994年社団法人 経済団体連合会（現・一般社団法

人 日本経済団体連合会）事務局入局。広報部、国

際本部、環境・技術本部を経て、2003年～2006年

外務省出向、在ジュネーブ国際機関日本政府代表

部勤務。 

2009年産業政策本部主幹。2013年政治・社会本部

主幹。2016年産業技術本部上席主幹。2019年同統

括主幹。2021年同副本部長、2022年4月より現職 

 経団連の産業技術本部でスタートアップやデジ

タルトランスフォーメーション、イノベーション

といったことを担当している小川と申します。本

日はお時間頂戴しましてありがとうございます。

 私は元々出身が関西でして、小学校の途中から

東京に来ました。新潟には大学時代のスキーから

始まって、友人や家族とも何度も遊びに伺ってお

ります。今年は長年の夢でした越後妻有の大地の

芸術祭へ春先にお邪魔しまして大変感銘を受けた

ところです。また、機会がありましたら会期中に

行きたいと思っております。また、私の同僚も長

岡花火に行き感激しておりまして、私も是非お邪

魔したいと思っております。いつも伺う度に新潟

はお米もお野菜もお魚も美味しく、空気もきれい

で羨ましく思っております。

今日はそうした新潟の皆様と新潟が誇る昨年6月
から経団連副会長にご就任された南場 智子さんが

魂を込めて経団連からスタートアップに関する提

言を出したいということで、私も本当に近くで一

緒にお仕事させていただきまとめたのが「スター

トアップ躍進ビジョン～10X10Xを目指して～」

になります。今年の3月に発表いたしましたが、こ

ちらの内容に沿って本日は説明をしたいと思って

おります。

まず、経団連がどうしてスタートアップの提言

を出しているのかというところです。度々疑問に

思われる方もいらっしゃるかと思います。経団連

というと大企業を代表する団体という風に言われ

ることが多く、そのようなイメージをお持ちの方

もいらっしゃるかと思います。実はですね、今会

員企業さんが1,500社くらいいらっしゃいますが、

業種を超えて色々な企業の方々に入っていただい

３．基調講演

― 基 調 講 演 ① ―

スタートアップ躍進ビジョン～10X10X を目指して～
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ている総合経済団体ということですが、意外と大

企業のみならず中小企業や外資系企業の日本法人

の方々、そしてスタートアップの方々にも最近積

極的にお入り頂くようにお誘いをしておりまして、

現在40社のスタートアップが会員になってくださ

っております。ということで時代と共に産業構造

が変化していくに従って、経団連のメンバーとい

うのもかなり多様化してきたというのが、ここで3
0年近くお仕事をしてきた私の実感でもございます。

なぜスタートアップを積極的に勧誘しているか

というところですが、実は会員参加資格というの

を当初は純資産10億円以上という基準がありまし

た。しかしこれを1億円以上に今から4年前の2018
年に引き下げをしております。これは当時日立製

作所の中西会長が経団連の会長でありました時に、

「これからの時代、デジタルトランスフォーメー

ションや産業構造が圧倒的に変わっていくなかで、

産業の担い手というのは、従来の大企業や中堅中

小企業だけではなくて、新しく生まれてくるスタ

ートアップが非常に重要であり、産業界の意見を

まとめる時もしっかりスタートアップのご意見を

入れていかなければならない」という強い信念を

持っておりまして、経団連としても積極的に動い

てきたということです。

なぜスタートアップがそんなに大事なのかとい

うビジョン「はじめに」のところをお話いたしま

す。社会課題の解決やイノベーションを生み出す

時にスタートアップは非常に優れています。よく

失われた30年と言われますが、ちょうど30年前、

平成の初めくらいの時価総額ランキングというの

を見ますと、世界も日本も皆さん良く知っている

トラディショナルな会社が1位から10位まで並んで

います。それが今のランキングを見ますと、世界

はアップルやマイクロソフト、アルファベットな

どいわゆるGAFAのような会社に塗り替えられてお

ります。この辺の会社というのはVCの投資を受け

て成長したVC-backed企業になります。スタートア

ップというと創業年数で区切られてしまうので、

元スタートアップと今スタートアップを合わせた

のがVC-backed企業だと思っていただければいいと

思います。そういった元スタートアップ企業とい

うのがいま世界で主役になっております。 

一方で日本の方は30年がたっても顔ぶれはあま

り変わっておりません。トヨタさんを初め多少順

位は違うけれども、同じような企業が並んでおり

ました。ここが世界と日本の大きな違いになりま

す。 

アメリカを見ますと、設立50年以内の上場企業

のうち、企業数の50％、企業価値の75％、R＆D投

資の92％が元を含めたスタートアップということ

で、いかにスタートアップが経済を牽引している

かがはっきり示されています。それに対して日本

は、従来型の企業がそのまま主役にいるというこ

となのですけれども、これが失われた30年の大き

な要因ではないかと思います。 

イメージとして、アメリカをはじめとした、ス

タートアップ先進国というのは、起業からグッと

成長期があり段々なだらかになっていきます。こ

れは自然なことだと思います。ここで外国のスタ

ートアップ先進国の場合は、最初に起こった企業

の成長曲線がなだらかになったところで、次の新

興企業が台頭し経済成長が起こり、またその成長

がなだらかになると次の企業が成長してくること
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で国として一定程度の成長が保たれています。 

これに対して日本は戦後に高度経済成長期で急

成長した企業が成熟していき、成長曲線がなだら

かになったものの、取って代わる次の主役が現れ

ないので、大企業が少しずつイノベーションを起

こそうと頑張ってはいるのですが、なだらかな成

長に留まっているというところで、失われた30年

の差がついたのではないかと思っています。 

そういうことで、経団連としてなぜスタートア

ップをそんなに頑張るのかということなのですけ

れども、日本全体の経済をもっと持続的に成長さ

せないと、大企業や中堅中小企業も含めた、自分

たちも成長できなくなります。経済が持続的に発

展していてこそ、企業の事業を伸ばしていくこと

ができるということで、直接自社の利益というこ

とに関係なく日本経済全体を牽引していく存在で

ある新興企業をみんなで育てることが必要ではな

いかと思っており、私たちはこれをエコシステム

と言っております。スタートアップを育むための

人やお金の供給、色々な制度面の整備など、そう

いったこと事柄に関係する大企業や中小企業、政

府、投資家、教育界など、エコシステムを支える

うえでの主体全てがスタートアップ振興のために

今こそ立ち上がるべきではないかと考えて、大企

業の団体と言われる経団連も真剣に取り組むこと

にしたということでございます。 

現在、日本のスタートアップがどういう状況か

というと、2021年のスタートアップ投資額が7,801

億円で2年前と比べて41％もアップしており、スタ

ートアップを取巻く環境は最近良いと言われてお

ります。しかしながら世界と比べてみると日本の

スタートアップへの投資額は一桁も二桁も小さい

状況です。先日海外メディアの方に伺ったのです

が、日本のスタートアップ関連のニュース原稿を

本国に送ると、一桁数字が間違ってないかと確認

が入るそうです。それぐらいスタンダードの数字

が海外と日本では一桁も二桁も違うという状況に

なっております。 

日本はやっとスタートアップ振興に本腰を入れ

改善してきましたが、スタートアップ先進国はさ

らに先を行っており、スピードも上がっているの

で、目標がどんどん逃げている状況となっており

ます。これを全力で追いかけているのが日本の実

態でございます。 

日本のスタートアップ振興において色々な課題

が山積しておりますが、日本はそもそもスタート

アップをやろうとする人があまりいないカルチャ

ーです。身近なスタートアップの知り合いもいな

ければ、そもそもやろうと思ったことがないとか、

やろうと思ってもイメージがわかないと言ったと

ころがあり、これは大きな要因の一つだと思いま

す。例えばユニコーンと言われる巨大スタートア

ップの数も諸外国と比べて日本はずば抜けて少な

いという状況でございます。 

この状況をどうするかということで、どんどん

スピードアップして逃げていく諸外国を追いかけ

るために、政府も民間も一体となって、一気呵成

にやれることは全てやらなければなりません。目

指すところは、今の10倍レベルで大きいスタート

アップを目指しましょうということです。そして、

大きく成功するスタートアップを増やすためには

母数もたくさんなければならないので、裾野も10

倍、つまり、スタートアップの数や投資額も10倍

にしましょうということで、これを10X10Xと呼ん
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でおります。この数もレベルも10倍にするのを5年

後の2027年までに達成をしたいというのが、私た

ちが掲げた目標です。 

そのためには、7つ大きな変化を起こしたいとい

うことです。まず、最初に日本を世界一スタート

アップに対して優しい環境や制度を整備しましょ

うということです。具体的には、税制・規制緩

和・手続き・ストックオプションなど様々ありま

すが、手続き面のところを良くしていきましょう

ということです。 

続いてレベルの方ですが、日本国内だけではな

くて世界で勝負するスタートアップをどんどん出

るようにしましょうということです。また、世界

に出ていくだけではなく、日本を世界でも有数の

スタートアップ集積地にしたいです。シリコンバ

レーやボストン、イスラエル、シンガポールと並

ぶような集積地に日本をしていきたいということ

です。 

それから、大学の技術などを核にしてスタート

アップをどんどん生み出せるようにしていきたい

とか、スタートアップに人材を供給するために人

材を流動化させて、優秀な人材がスタートアップ

に行くようにしていく。また、先ほどのカルチャ

ーの話にも関係しますが、起業しスタートアップ

をやることは楽しいことで、気軽に始められるこ

とだという世界にしていきたいということです。 

このようなことを実現していくためにスタート

アップ振興を国の最重要課題として、岸田総理が

スタートアップ元年とおっしゃっておりますけど、

総理自ら旗を振って進めていただきたく必要があ

ります。ということで7つ大きな柱を掲げておりま

す。 

 それぞれを実現していくための施策として38の

項目にまとめましたが、1つの項目の中にいくつか

入っているので、全部で120～130くらい政府や民

間が取り組むべき施策を設置しております。 

項目について説明しますが、最初は1.スタート

アップフレンドリーのところです。 

エクイティの柔軟な活用で、ストックオプショ

ンプールや株式活用といったところが、スタート

アップにとってストレスなく使いやすいようにし

ていただきたいと政府に対して改善を求めている
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ところです。 

あと、行政手続きのデジタル化やワンストップ

化により、手間を減らしつつ、スタートアップが

新しいビジネスを行う際に色々と規制に引っかか

りますが、規制をなるべく取り払っていただき新

しいビズネスに取り組めるようにしていただきた

いということです。 

それから公共調達についてですが、これは国や

地方自治体がスタートアップのサービスを調達す

るということですが、最初のお客様として公共団

体にお買い上げ頂けるのは売上だけではなく信用

も上がるので、スタートアップにとって大きなチ

ャンスになります。しかし、現在スタートアップ

のシェアを３％にするのを目標にしていますが、

1％くらいというのが現状です。ここでは目標を1

0％に掲げて、積極的にスタートアップから調達を

してくださいということです。 

このほかにもスタートアップを起業して出てく

る悩みに対して、簡単に答えられるライブラリー

や個人投資家がエンジェル投資しやすい環境整備、

大企業とスタートアップで連携する際に、スター

トアップの立場が弱いからといって不利な契約が

結ばせるようにしないで対等な関係を構築するこ

と。デットについて金融機関は今までとは異なる

基準でスタートアップを見て、融資が出来るよう

にしていきましょうということなどを掲げていま

す。 

続いて2.世界で勝負するスタートアップが生ま

れて欲しいというところです。これには一段とス

タートアップの成長が必要ですので、まずはお金

をどんどん大量につぎ込む必要があります。その

ため、政府系ファンドや年金基金等の機関投資家

など多様なプレイヤーがスタートアップ投資に積

極的に動いてくれると、その他の投資家も付いて

きやすいと思うので、政府と話し合いをしながら

進めているところです。 

 それから、大企業もスタートアップに対して、

積極的に投資をするだけではなくて、M＆A行って

くださいというところです。ゴールとしてのIPOは

もちろん重要なことですが、小さいうちにIPOをし

てしまうのではなく、スタートアップが大きくな

っていく中で、大企業がその事業を丸ごと買い、

企業の中でさらに大きく成長させていく。起業家

も大企業の中でさらに活躍することもあるでしょ

うし、そこでイグジットにより得た資金で次のス

タートアップを起こしていくのもエコシステム全

体として重要ではないかと思っていますし、大企

業自体が事業の一部を切り出して、カーブアウ

ト・スピンオフによりスタートアップを生み出し

ていくことも奨励されています。また、未上場株

セカンダリーマーケットの整備も金融庁の方で検

討がなされているところです。 

 それから、グローバル展開ということですと、
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マインドの醸成ですとか、実際に飛び出していく

時はJETROなど国の期間によるサポートも必要にな

っていくことでしょうし、最近グローバルなアク

セラレーターが日本にたくさん来てくださってい

るので、そういうプログラムをどんどん活用でき

るようにしていく必要があります。 

 大前提として世界に飛び出していくには英語力

の底上げも必要であるし、グローバルに出ていく

マインドを養うために、高校生や大学生など若い

うちから留学に行っていただきたいと思います。

実は、留学をした人たちは帰ってきてから留学を

志す割合が多いという結果も出ておりますので、

スタートアップのためだけではないですれども、

留学も奨励していきたいと思っており、経団連と

しても、日本の学生に対してスカラーシップ等で

留学の支援をしております。 

 それから、3.日本を世界有数のスタートアップ

集積地にというお話ですが、なんで日本をスター

トアップの集積地にしたいのか、日本のスタート

アップを応援しているのではなかったのかと思わ

れるかもしれません。日本のスタートアップのレ

ベルが10Ｘに行かない理由として、日本の国内だ

けを見ているというのが大きな理由です。日本に

はそこそこ大きいマーケットがあるので、グロー

バルを気にせず、国内に留まっていてもそれなり

に成功出来てしまいます。しかし、ユニコーンま

で行くとなるとグローバルの視野を持つ必要があ

ります。海外から非常に大きなベンチャーキャピ

タルや海外スタートアップが日本にやってきて、

世界のプレイヤーと直に接して交わることで、自

ずとグローバルに目が向くのではないかと思って

おります。そのためには、海外のベンチャーキャ

ピタルやスタートアップ、エンジニアなどを誘致

する必要があるので、生活基盤等、日本の環境を

整える必要があるということです。この辺りは、

日本全国で行うのは難しいので、東京や大阪など

大きな都市が対象になってしまう話かと思います。 

それに対して地方についてですが、4.の通り、

新潟も含めて各大学には世界に通用する技術が結

構あるという風に考えております。この技術を核

として、研究者や学生の方々に起業していただく
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と、国内外の企業や投資家が集まってきて、大学

の技術を核としたスタートアップエコシステムが

出来上がり、地方に新しい産業が生まれ、東京を

経由せず直にグローバルに展開していくことも十

分あり得るのではないかと思っています。私も南

場副会長と一緒にいくつか地方に行き、その土地

のスタートアップの方々と意見交換を行いました

が、やはりスタートアップの皆様は志が非常に高

いのですけれども、東京よりも資金調達に課題を

抱えており、地元にエコシステムがないために資

金調達が難しく、人材の採用も苦労しているとい

うお話もあり、まだまだ支援が必要だと思いまし

た。ただ、先日木山委員長にお越しいただきお話

をした際に、新潟は既にインキュベーション施設

を設けているとお聞きしましたし、先ほど山本会

長のお話しでも投資家が随分いて、中身にもよる

が支援の準備も整っているといった心強いお話も

ありました。そういう意味で、私たちが意見交換

を行ってきた他の地方と比べて、新潟のスタート

アップエコシステムは随分整っているのではない

かと思います。ここから世界に通用するスタート

アップが生まれていくことを非常に期待しており

ます。 

 次は、5.人材の話です。日本の優秀な人材の大

半が大企業に留まっていると言われます。スター

トアップのためだけではなく、日本全体の経済を

活性化させるためには、成長産業に向けて労働力

を移動させていく必要があります。これは社内で

も新しい成長分野に向けて人を動かす必要があり

ますし、企業間を超えて成長産業に人を動かして

いくことが必要です。これは経団連でも認識が共

有されておりまして、経団連が毎年出している人

事・労務関係の報告書でも去年・一昨年辺りから、

人材の流動化が大きなテーマの一つになっており、

兼業・副業や経験者採用などの通年採用の流れが

はっきり出てきております。 

 そうした採用だけではなく、企業中での活動の

仕方が多様化をしていって、人材が流れるように

するとスタートアップにも優秀な人材が流れてい

くことが期待できますし、従来型企業の中でも多

様化が進むことによってイノベーションの力がよ

り活性化することが期待されます。 

次は、6.企業を楽しみ、身近に感じられる社会

へということです。先ほどカルチャーの話もしま

したが、小学生辺りに将来なりたい職業を聞いた

際に挙げられるのは、サッカー選手や先生、ケー

キ屋さん等、身近に感じられて憧れる機会がある

職業だと思います。なので、身近に起業家がいて、

その起業家が身近な社会課題の解決に取り組んで

おり、解決に向けた志などを子供たちが生に聞く

機会があれば、きっと子供たちの心に深く刺さっ

て、自分たちもやってみようかなと思うきっかけ
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になるのではないかと思います。ということで、

小学校・中学校の段階からアントレプレナーシッ

プ教育をもっと広めたいと思っておりまして、現

在文科省ともそのお話をしているところです。経

団連にも40社のスタートアップ会員がおりますの

で、そういった創業家が学校に訪問して、生の授

業をすることも実現していきたいと思っておりま

す。 

最後が7.スタートアップ振興を国の最重要課題に

ということですが、既に岸田総理が年頭の会見で

スタートアップ元年ということを打ち出していた

だき、先日は骨太の方針ですとか新資本主義、年

末までにスタートアップ5か年計画を作るといった

ことを明言されています。現在5か年計画の中身に

ついて、各省庁で具体的な施策検討が始まってお

りまして、経団連が出したビジョンも参照いただ

いており、実現に向けて進めていただきたいと思

っております。経団連としてもそこに向けて連携

していきたいと思っております。 

 また、司令塔が必要ではないかということでス

タートアップ庁という名前かは別として、皆様か

ら見てもスタートアップ関連で悩み事がある際に、

国のどこの役所に行けばよいか判断するのは中々

難しいのではないかと思います。私たちもこのビ

ジョンを作成する際に、内閣官房・内閣府・経済

産業省・金融庁・文部科学省等々、いくつもの省

庁と話し合いをしてきました。経団連はこれが仕

事だという面もあるので良いのですが、スタート

アップから見て、国がスタートアップ施策をどこ

でやっているかが一目でわかり、ワンストップで

相談できるところが必要なので、司令塔作りや窓

口の一元化は訴えていきたいと思っております。

そして国に求めるばかりではなくて、経団連とし

てもエコシステムの発展のためにできることは、

どんどん行っていかなければならないと思ってお

ります。繰り返しになりますが、人材の流動化に

向けた採用や組織の多様化はこれからも進めてい

きたいと思っておりますし、スタートアップへの

投資やM&A促進も進めていきたいと思っております。

経団連としては、このような取り組みを行うにあ

たって、どうしていいかわからない企業に向けて、

人材の流動化やM&Aでの成功している先行事例をメ

ディアなどで紹介して横展開を狙うことや、希望

される会員企業にはこういった取り組みに対して

スコアをつけて、高いスコアの企業を取り上げる

などの検討も進めております。 

 また、経団連では外部のスタートアップとも連

携してピッチイベントを既に30回以上行っており

ます。約150社の全国のスタートアップとも繋がり

が出来てきております。スタートアップからの困

りごとを取集し、必要に応じて政府にお伝えした

り、政府の施策等々についてスタートアップへ情

報をお届けすることも始めております。 
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 今回新潟のスタートアップの皆様ともご縁が出

来ましたので、忌憚のないご意見を聞かせていた

だき経団連でお力になれることがありましたら、

連携をさせていただければと思っております。 

 終わりにですが、どんどん諸外国のライバルは

先に走っております。スタートアップ元年と言っ

ておりますが、政権の看板は長い間掲げられてい

るわけではないと思います。そのため、おそらく

スタートアップは今年がチャンスであり、今年に

ビジョンに掲げたことができないと二度とチャン

スはないくらいの覚悟を持って、私たちも政府や

関係者の皆様と協力をしてやり遂げたいと思って

おります。先ほども言いましたが、新潟スタート

アップエコシステムがこれから益々発展していく

ことになると思いますので、経団連としてもお力

添えできることがありましたらいつでもお声がけ

いただきたいと思っております。ご清聴ありがと

うございました。 
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野澤
の ざ わ
 博
ひろし

朝日メディアラボベンチャーズ株式会社  

代表取締役 

＜経歴＞ 

大学院修了後、NTT入社。 

光エレクトロニクス研究所にて、化合物半導体材

料の超微細加工技術、フォトニックバンドギャッ

プ結晶などの研究に従事。 

その後、株式会社朝日新聞社に入社。デジタル事

業部門や編集部門、経営企画部門で新規事業開発、

組織のデジタルトランスフォーメーションを担当。

モバイルコンテンツ事業の立ち上げやハフポスト

日本版の立ち上げなどを行う。 

15年3月から米国シリコンバレーに赴任。グループ

内外から資金を調達してファンドを組成し、国内

外のベンチャーへの投資をリードしてきた。22年1

月、パートナーとして個人でも出資し2号ファンド

を組成。 

 只今ご紹介預かりました野澤です。本日はよろ

しくお願いいたします。今日はグローバルの投資

トレンドというようなお話をさせていただければ

と思っております。 

全体で4つくらい考えておりまして、最初にイン

トロとして私と所属する会社の紹介をさせていた

だければと思っております。その後、世界におけ

るベンチャー投資の状況についてお話しさせてい

ただきます。次に、ベンチャー投資のメッカであ

るシリコンバレーでのトピックス。どういうもの

が注目されているということで、Climate Tech

（気候技術） というものについてお話ししたいと

思っております。最後は世界の流れやシリコンバ

レーの投資家がどういうところを見ているかとい

うところ踏まえて、新潟における起業や起業支援

のヒントになるようなお話を少しできれば良いの

かなと思っております。よろしくお願いいたしま

す。 

イントロですけれども私は大学院終了後、NTTの

研究所でしばらく半導体の研究を行っておりまし

た。元々 NTT に入ったのはインターネット事業を

やりたいと思って入ったのですけども、なぜか研

究所で働くことになってしまい、それはそれで意

外と楽しくやっていました。ただ、やっぱりイン

ターネットをやりたいということで、朝日新聞社

へ転職いたしました。デジタル事業部門や経営企

画部門等で新規事業開発やDX推進をやってきまし

― 基 調 講 演 ② ―

世界のベンチャー企業の資金調達状況とシリコンバレーのトピック
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た。2015年3月にはアメリカのシリコンバレーに赴

任しまして、主に北米を中心とした海外のベンチ

ャー投資を担当しております。本体の中でベンチ

ャー投資をやっていると、会計規則が違ったりし

てやりづらい面がございましたので、2017年4月に

朝日メディアラボベンチャーズ株式会社という子

会社を設立しました。同年7月には1号ファンドを

組成して、今年1月には2号ファンドを組織して今

にいたります。このようなバックグラウンドでご

ざいます。私は新潟県村上市出身で小中と村上で

過ごしました。高校からは違う所で過ごしました

が、今日は地元新潟でお話しすることができて非

常に光栄だと思っております。 

私の所属している朝日メディアラボベンチャー

という会社は2017年4月に設立されております。私

含めて社員6名であり割と小さい会社でございます。

ベンチャーファンド2本の運用や新規事業の開発、

オープンイノベーションに関するコンサルティン

グなどを主な業務としている会社になります。 

1号ファンドですけれども、主に3つの領域を設

けて投資していました。 

コンシューマー向けは、キーワードとしてはD2/

C・サブスク・ライフスタイル・メディアといった

ところを主に投資をしてまいりました。それから

インタープライズ向けは、既存産業のDX推進や働

き方の自由化を推進するといったところをキーワ

ードに投資を行ってきました。もうひとつのテク

ノロジー中心の次世代インターネットサービスは、

メディアテクノロジーやエンタメ周りのテクノロ

ジー、次世代のサービスといったところに投資を

しております。 

1号ファンドでは41社に投資をいたしまして、日

本が26社、海外が16社という形になっております。

ポートフォリオの中で、ぽつぽつとEXITが出てき

ており、事業会社への売却が2社、上場が1社とい

うところになっております。 

今年の1月には2号ファンドを立ち上げまして、

ここに掲載している7社からお金をお預かりして投

資を継続しているというところです。 

なお、先週もう１社加わっていただきまして現在

は8社からお金をお預かりして投資を継続しており

ます。 

我々VCなので基本的にはベンチャー投資をするの

ですけれども、投資対象の起業家も育成していく

必要があるよね。ということで、アクセラレータ

プログラムという育成プログラムも行っておりま

す。2015年からやっておりまして、これから本格

的な資金調達を目指してくシードからシリーズAく

らいまでのスタートアップ、なおかつコンシュー
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マー向けのビジネスをやっているベンチャーの支

援をやっております。具体的にはマーケティング

や広報・PRという部分での支援ということで、こ

れまで43社ほど支援させていただいております。 

43 社のちょっとだけピックアップしますと、秋

本さんという女性ですが、テレビでたまに見かけ

る方もいらっしゃると思いますが、彼女がふわっ

としたアイデアを持ってきた時に、まだ我々と一

緒に「食べチョク」というアイデアを固めていく

こともやってきました。また、「Palme」というオ

ンラインでイラストや漫画の書き方を学べるサー

ビスを手がけているところを1対1で支援させてい

ただいて、2019年にBookLiveという電子書籍の会

社に買収されるといった実績が出ております。 

今日の本題の1つである。世界のベンチャー投資

の状況を少しお話ししたいと思います。これから

ちょっと数字が続き、あんまり面白くないので、

さきに結論だけパッと言ってしまいます。 

1つは経済状態の変化についてです。株価が下が

ることや金利が上がって資金が流出しているとか、

そういった経済状況の変化に影響的を受けて資金

供給量は減少しております。ただこれを経年で見

ていくと、去年2021年は非常に資金供給量が高い

特異点でした。そのため、2018年とか19年、20 年

と比べるとその時よりも2022年は多くなっていま

すので、例年並みと捉えていいのではないかと思

います。 

 もう一つは1件当たりの調達金額の中央値が怜太

―ステージのみ減少しているということです。つ

まり出口が近くなっていくと資金調達が難しくな

るということです。これは株式市場が停滞して、

ベンチャー企業の出口戦略の見直しが進んでいる

ことが原因だと思います。 

最後にM＆Aの件数ですけども、経済状況が不透

明であり、買う側である事業会社の財布の紐が固

くなっているということで、若干数が少なくなっ

ております。 

この3つを抑えていくと、なんとなく世界の状況

が見えてくると思います。それでは具体的に数字

を見ていただきます。 

グローバルの投資トレンドになります。金額が

棒グラフ、件数が折れ線グラフとなっており、201

8年からの数字になります。CB INSIGHTSというデ

ータを出しというところがありまして、そこがソ

ースとなっております。 

2022年は上半期6月末までの数字になります。この

図を見ていただければ一目瞭然ではないかなと思

いますが、2021年が突出して金額・件数ともに多

いのがわかると思います。また、一番右が2022年

の数字でして、濃いところが上半期の数字でして、

これを単純に倍にした薄いところが予測値となり、

1年でこの辺りに着地するかなというところです。

この数字を見ますと2022年は大体50兆円くらいで

して、2018～2020年と比べて圧倒的に大きいです。

これは、2021年と比べてもそんなに遜色がない数

値で着地するのではないかと言われています。 

次は国で見ますと、アメリカのケースです。 
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グローバルトレンドと同じように2021年が非常に

突出しており、金額で言うと30,9兆円となってお

ります。2022年が上半期で12.3兆円くらいですの

で、倍にする24兆円くらいで着地するのではない

かと思います。そのため2021年よりは若干減少し

ますが2018～2020年と比べると例年並みよりちょ

っと多く着地するのではないかと思います。 

これに対して日本です。 

グラフが年ごとから四半期ごとになり多少見づら

いのですが、2022年上半期はだいたい1,900億円で

件数が650件となっております。見ていただくとわ

かる通り、件数は右肩上がりに増えていますし、

金額としてもそんなに減っているという感じはあ

りません。また、2021年は突出して金額が大きい

ですが件数はそこまで変わっていません。そのた

め、2021年は1件あたりの投資金額が大きくなって

おり、少し言い方を変えると企業評価額、バリエ

ーションがちょっとバグっていたのではないかと

思います。というのが日本の状況です。 

一塊で見ると2022年は2021年と比べて減少して

いますね。という話なのですけれども。それでは

企業の成長ステージで見てみます。 

これは1あたりの調達金額の中央値を表しています。 

図の左からアーリーステージ、ミドルステージ、

レイタ―ステージとなっております。アーリース

テージとミドルステージについては、微増か現状

維持となっており、2022年と2021年を比較すると

そのようなトレンドがあります。それに対してレ

イタ―ステージだけ、2022年は2021年と比べて少

し落ちております。これは経済状況の影響をレイ

タ―ステージが一番影響を受けるので、株価がど

うなるのかですとか、金利がどこまで上昇するの

かなど、そういったところにも左右されるかなと

思っています。 

 それでは、出口の方はどうだったのかというこ

とで、M&AとIPO、SPACの件数を見ていきたいと思

います。 

M&Aの件数を見ていただきますとわかる通り、20

21年が突出して件数が大きかったというところで

あります。2022年は半年で約5,400件であり、2018

年～2020年の年間件数と同じくらいなので、間違

いなく増加しています。一方でIPOの数はそうそう

多くなくて、特にアメリカなどの海外はEXITの8割
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くらいがM&Aという風に言われているので、IPOま

で行くのが少ない状況になっております。ただ日

本と大きく違うのが買収の金額が桁違いに大きい

というところで、投資家にリターンを返すという

意味では、M&Aでもしっかり返せるというのが少し

日本と状況が違うと思います。2022年に世界の買

収金額トップは現時点で33億ドルにて買収されて

いるベンチャーがあります。これは今のレートに

換算すると約4,600億円になります。このベンチャ

ーはヘルスケア系の企業で買収したのがGSKという

製薬会社になります。このくらいの規模感になる

と投資家はかなり大きなリターンが得られます。 

一方日本は買収の件数数でいうと2022年は概ね1

00件前後で着地するのではないかと言われており、

少しずつですが増えているトレンドになっていま

す。これは日本の買収金額のランキングではない

のですが並べてみました。 

この辺りの金額は割と非公表なのであまり金額で

並べることに大きな意味はないかと思いますが、

先ほどの約4,600億円と比べるとかなり規模感が小

さくなってしまっています。これが日本のM&Aの現

状となっており、もう少し事業会社側がしっかり

とデューデリジェンスして、評価をすることが必

要になってくるのではないかと思います。この辺

りの出口戦略がもう少し求められるところではあ

ります。 

 世界のベンチャー投資の状況は大体こんな感じ

なので、次にメッカであるシリコンバレーの投資

家がどんなところを見ているかというところをト

ピックスとしてお話ししたいと思っております。 

テーマがClimate Techという気候技術や気候変動

への対策でして、そういったお話をさせていただ

きます。一言でいうとClimate Techが熱いです。

乗るなら今すぐなのだろうなという風に見ており

ます。こちらは9月上旬に山火事の写真をサイトか

ら探して持ってきたものになります。 

カリフォルニアでは例年、山火事が多発しており、

社会問題化しています。写真を見ていただければ

わかるように煙が凄く、日本でいう東名高速道路

や関越自動車道などの幹線高速道路が煙で視界が

悪いということで、一部通行止めになり物流にも

影響が出るため社会問題化しています。山火事の

原因についてですが、カリフォルニアに行ったこ

とある方はわかると思いますが非常に乾燥してい

ます。この極度に乾燥しているというのが原因で

はないかと言う方もいますが、実はそこが根本的

な原因ではなくて、気候変動が一番の原因である

というのが気候科学者の言い分です。それでは自

分たちが住むアメリカもっと言えばカリフォルニ

アを何とかしないといけないよね。ということで、

多くの人たちが何らかのアクションを起こそうと

いうことで立ち上がっています。中でも今日お集

りの皆さんのような企業のオーナーですとか経営

者の皆さんなど、いわゆるエグゼクティブな方々

が本気でこのような課題に取り組んでいるという

のがシリコンバレーです。 
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このような中で今日皆さんにご紹介したいのはJ

ohn Doerrさんという方で御年71歳です。シリコン

バレーでかなり著名なベンチャーキャピタルの会

長をしており現役の投資家です。彼がどういった

ところに投資をしているかというとAmazon、Googl

e、Twitter、ドアダッシュなど皆さんが耳にした

ことがあるような企業に行っています。かなり先

見の明を持った方であります。このJohn Doerrさ

んがClimate Techは新しいコンピューターサイエ

ンスになるのだと言っております。何が言いたい

かというと、Climate Techはお金になるというこ

とです。ここに対してJohn Doerrさんは自分自身

で行動を起こしています。この方の奥さんは個人

資産で11億ドル、今の金額でいうと1,500億円くら

いをスタンフォード大学に寄付しました。それで

何をするかというとスタンフォード大学のサステ

ィナビリティ学部を立ち上げました。7学部からな

る総合大学ですが新しい学部が出来るのは70年ぶ

りとのことです。こちらは既存の学部と研究組織

を上手く統合することで今年の9月1日に90人くら

いの教職員でスタートしまして、今後1年間で新た

に60人採用することとしていて最終的には150人規

模の職員で研究や教育をやっていくことを個人で

やっているとのことです。この学部には面白い特

色がありましてアクセラレータープログラムをや

っています。技術・研究開発をやるのは何となく

わかるのですけれども、スタンフォード大学らし

いなというのは、政策デザインなども含めた幅広

い研究サポートしているところや大学に所属する

研究者であれば学部外の人でも対象としていると

ころが面白いと思っております。 

こうした動きに対して、実は政府も後押しをし

ております。8月16日にアメリカのインフレを何と

かするために、インフレ抑制法案が議会を通過し

ました。これにより法人税が上がり7,370億ドルの

歳入増が見込まれることとなりました。一方で、 

4,370億ドルの財政支出を行い、結果3,000億ドル

の財政健全化を見込んでいるといった内容になっ

ています。この財政支出の部分についてですが、4,

370億ドルのおよそ8割を超える額がエネルギー安

全保障と気候変動対策に使うと政府が言っており

ます。これは結構大きなことでVCも政府がお金を

出すのだったら俺たちも乗らないとまずいねとい

うことで、VCもこの領域に乗り出し投資を行って

います。これはアメリカのデータですが、気候変

動技術に対して組成したファンドの数と金額の表

になります。 

2015年は104のファンドが組成されて、金額として

は90億ドルという規模感だったのが、2021年には1

29のファンドが組成されて、金額としては260億ド

ルに増えております。それでは実際にどのような

ところに投資しているかというと、2017年は1185

件、140億ドルの投資がベンチャーに実行されたの

に対し、2021年は1611件、560億ドルとなり増えて

おります。金額的に見ると、運輸・交通やAIの応

用などにお金が流れていて、件数でみると農業、

食品、エネルギー・電力、運輸・交通と言ったと

ころにバランスよく行われています。 

 具体的に気候変動関連でどういうスタートアッ

プがあるかというと、例えばCARBON CRUDHERとい

う会社がノルウェーにあります。アスファルトの

道路は定期的にメンテナンスが必要だと思います

が、このアスファルトを剥がして、粉砕して再利

用するということを行っています。皆さんご存知

だと思いますが、アスファルトの主成分は重油で
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す。重油を粉砕する際に、炭素欠乏性のある化学

物質に置き換え再利用することで、二酸化炭素を

吸収する道路ができます。どのくらい吸収するか

というと、だいたい30ｍの道路で1.5ｔの二酸化炭

素を吸収すると言われています。つまり、今まで

ゴミになっていたものが、二酸化炭素を吸収する

装置になるという技術を提供しております。 

 もう一つAIRMYNEという会社がカリフォルニアに

あります。空気中の二酸化炭素を減らす装置を作

っています。家庭用の空気清浄機のようなもので

はなく、工業的な規模で二酸化炭素を減らす装置

になります。 

 この二酸化炭素を減らすという所にフォーカス

をしているベンチャーが増えているという感触が

あります。ただ、どのくらい二酸化炭素を減らせ

ば良いのかという所ですが、2050年には排出量と

吸収量をゼロエミッションするといったところで

す。しかしこのままいくとゼロにはならず、難し

い状況です。難しい理由は簡単で、二酸化炭素の

削減はコストが高いためです。また、コストが高

くスケーラブルでもないため、誰もお金を払わず、

コストもなかなか下がらない。ということになっ

ております。 

 この状況を何とかしようとしているのが、ベン

チャー企業になります。決済分野のユニコーン企

業でstripeという企業があります。この企業は今

年の4月にMetaやshopifyといった5つの企業でプロ

グラムを立ち上げました。日本円で1,300億円くら

いのファンドを作ってベンチャーに投資していこ

うという活動が始まっています。これまでに20社

ほどに投資をしており、stripeに限らず多くのIT

企業がClimate Techに多額の投資を行っておりま

す。例えばAmazonはファンドを作って、2,700億円

以上投資していますし、Microsoftは2030年までに

二酸化炭素の排出量よりも吸収量を多くすること

を達成すると表明しており、炭素除去にフォーカ

スしたファンドを作ってベンチャーを育てていま

す。 

 今、シリコンバレーでは人・物・金が集まるCli

mate Tech関連の企業が増えています。この理由は

3つあると思っています。1つは人・物・金を最速

で集めるノウハウがシリコンバレーにあることで

す。次に物理的に開発・研究に必要な施設があり、

スタンフォード大学といった学術機関やGAFAとい

ったビックテックもいますし、インテルといった

半導体を作る会社の工場もあります。また、土地

も余っているのでは、必要な施設があるし、建て

られもするといった状況です。最後にこれから、

データやソフトウェアが重要になってくるという

ことで、ワールドクラスの人材がたくさんいると

いった理由で、シリコンバレーにClimate Tech関

連の企業が急増していると考えております。 

 また、直接技術を開発するベンチャーばかりで

はなく、Climate Tech関連の企業に転職するため

のマッチングをする企業なども現れています。こ

の会社は2年くらい前に創業したのですが既に50万

人を超える人が登録しており、求人数が3,000社が

3万5千件ほど出ているなど、ゴールドラッシュの

つるはしのようなポジションを狙っている企業や

投資家もいます。 

 ここをまとめますと、Climate Techの波は来て

いて、この流れは確実に日本にもやってきて、乗

るなら今だと思います。Climate Techを訳すと気

候技術なので、自分のやっていることとは遠いこ

とだと思ってしまいますが、中身をよく見るとIT

です。なので、そこを間違えると旨味はないです。

ITだと捉えれば、色々なことができますし、シリ

コンバレーでは盛り上がっているということです。 

 このことも踏まえて今後どういったことができ

るのかという話もしたいと思います。我々がいわ

ゆるベンチャーエコシステムと言っているのは、

エクイティを使って、急速に成長させてリターン

を回収するというシリコンバレー型のモデルだと

思います。ただ、起業というのはシリコンバレー
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型のモデルだけではないのではないかと思います。 

じゃあ何があるのというところで 2つくらいキー

ワードを提示したいなと思います。１つ目はルー

ラルアントレプレナーです。ルーラルは和訳する

と田舎という意味ですけども、その土地の産業や

環境にあった起業のやり方があるのではないかと

いうことです。もう一つはサーチファンドという

所です。最近日本でもニュースになってきました

が、経営者をやりたい人がサーチャーとして、中

企業を探して、この探しているタイミングでサー

チファンドがお金を提供し会社を買収します。そ

して経営者になった人は事業を立て直したり、伸

ばしたりしてリターンをサーチファンドにお返し

するといったことです。アメリカのデータですが2

013年ごろからサーチファンドの組成件数が増えて

きています。それに伴うExitsやAcquisitions(買

収)の数も増えています。そのため、０→１だけが

起業ではなく、途中から事業を始めることも広い

意味で起業と言えるのではないかと思います。 

 最後まとめですが、シリコンバレーや東京と同

じ形で急成長やコンシューマーインターネット・S

aas等にフォーカスする起業を負う必要はないと思

います。もちろんそれを行っても良いですが、新

潟ならではのスタイルがあると思います。それを

するために何が必要かというと、普段から最新の

情報に触れておく必要があると思います。また、

実感として起業家はすぐには生まれません。その

予備軍を作っていかないとなかなか起業には結び

つかないと思います。どうしても起業家を増やし

ていきたくなるのですが、そのための予備軍を増

やすことが重要だと思います。こういったことが

皆様の起業や起業家の育成に対してヒントになる

と良いと思っております。本日はありがとうござ

いました。 
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 テーマ  

「アーリーステージの起業家と資金調達」

モデレーター 

パネリスト 

４．パネルディスカッション

川島 俊哉

新潟県産業労働部

創業・イノベーション推進課

課長

高田 敏行

第四北越銀行

コンサルティング事業部

地域創生コンサルティンググループ

上席調査役

永瀬 俊彦

新潟ベンチャーキャピタル株式会社 

代表取締役

谷川 奨

SIIG 株式会社

代表取締役

野澤 博

朝日メディアラボベンチャーズ

株式会社 代表取締役

木山
き や ま

 光
こう

2040・アントレプレナー委員会 委員長 
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【木山】 

 委員長の木山でございます。1時間ぐらい皆さん

にお付き合いいただきたいと思います。今ほど野

澤さんから、最新情報を含めた刺激的なお話をい

ただきました。ありがとうございました。今日の

パネルディスカッションのテーマは「アーリース

テージの起業家と資金調達」となっておりますが、

これに関わらず、今日のお二人のご講演を聞いた

感想も含めて各お立場から、今の取り組み状況や

今後の政策展開も含めてお話しいただきたいと思

っております。 

 昨年行ったサミットの際には金融関係の方がい

なかったので、第四北越銀行の高田さんに来てい

ただきました。地元金融機関の方がこの場にいる

というのが初めてなので、非常にありがたいなと

思っています。また、起業家の代表として谷川社

長に来ていただいております。なぜ新潟で起業を

したのかも含めて、自分たちのお仲間がどんなス

テージにいて、これから何が必要課という所をお

話いただきたいと思っています。また2040・アン

トレプレナー委員会、副委員長の永瀬社長にも地

元ベンチャーキャピタルの立場として、アーリー

ステージに対する考え方や今後の展開等について 

お話しいただきたいと思います。最後に野澤さん

にも、この話を踏まえたうえで新潟がもっと元気

になるために何をすれば良いかというお話をいた

だければ非常にありがたいです。冒頭の挨拶でも

言いましたが、今回は何かをまとめるという話で

はないので、まず各お立場場から行っていること

をお話しいただきたいと思います。 

 また、昨年度見えた課題として、①スタートア

ップ企業におけるシード・アーリーステージの資

金調達や②開業率に代わる指標作りがあります。

これはこの委員会が起業家支援研究会の時から言

っておりましたが、未だに誰からも明確な答えを

頂けていないので、その辺りのお話しも野澤さん

などから出てきたら良いなと思っております。 

 去年の振り返りですが、起業の際の補助金制度

はあるのですが、VC・CVC・金融機関はミドル・レ

イターステージに対する投資がほとんどで、スタ

ートアップを目指す上でシード・アーリー期の資

金需要に対する調達手段が乏しい状況があるため、

県外VCへアタックしているのが現状です。本来で

あれば地元で資金調達できれば良いよねという話

がありました。また、県内におけるシード・アー
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リー期のエンジェルが少ないということも出てお

りました。 

 資金調達の部分については、資金調達額を指標

とする案も出てきましたが、誰がこれをするのか

というのは相変わらずのテーマではあるのですが、

今日はこれについてはコメントしませんので、興

味深いご意見があれば是非お話しいただければと

思っています。それでは最初に田中課長に代わっ

て今年7月から創業・イノベーション推進課の課長

になった川島さんの方から、新潟県の取り組みに

ついてご説明をいただきます。それではよろしく

お願いいたします。 

【川島】 

 新潟県創業イノベーション推進課の川島でござ

います。新潟県の起業・創業支援のご紹介と国の

支援策についてもご紹介いたします。 

 まず、国の取組として、岸田首相がスタートア

ップ元年ということで様々な取り組みがされてお

ります。令和5年度の予算についてもからりスター

トアップを強力に推進するものとなっております。 

他方、新潟県といたしましては、新潟の強みや地

域としてスタートアップをどのように支援してい

くのかを考えることが大切だと思っておりますの

で、その辺りも踏まえて取り組みをご紹介させて

いただくと共に、事業者の皆様方からも新潟県に

対してご意見いただければと思っております。 

 新潟県の起業・創業支援ということで令和元年

度からスタートアップ拠点を新たに立ち上げ、支

援を行っております。具体的な成果についてです

が、起業者数という所で令和3年度までの合計で10

1件のスタートアップが生まれているところでござ

います。また、J-Startup NIIGATAでは20社を選定

させていただきました。この企業の中にはIPOを目

指している企業もいるところでございます。 

 起業・創業支援について県として全体像をどの

ように考えているかのご紹介でございます。新潟

版のスタートアップエコシステムを作っていきた

いと考えております。県内スタートアップ拠点に

て起業家や起業準備者の発掘をするとともに、新

たに支援者側として新潟ベンチャー協会を作って

いただきました。この「起業家や起業準備者の支

援」と「先輩起業家、メンター等の育成者支援」

の両輪を回していくことによって、発掘した起業

家や起業準備者が成長し、今度は起業家を応援す

る側になるという流れを大きくすることによって、

新潟県版のスタートアップエコシステムができる

のではないかと考えております。 

 また、簡単にですが事業の紹介もいたします。

まず、「NEXT J-Startup Niigata 選抜プロジェク

ト」でございます。先ほどお話しした通り、J-Sta

rtup Niigataで20社選定させていただきましたが、

来年度はさらに10社選定いたしまして、合計30社

を目指したいと考えております。また、企業版ふ

るさと納税を活用して、民間人材に新潟県の肩書

をもったうえで様々な取り組みをしていただくこ

とも行っております。 

 国の起業・創業支援も簡単にご紹介いたします。

国の方でJ-Startupを立ち上げ、ベンチャー企業の

育成支援を行っております。またJ-Startupの地域

版ということで、北海道から九州まで6か所編集さ

れております。北海道を除けば都道府県名が掲げ

られたJ-Startupは新潟が唯一でございます。他の

地域は関西で41社、東北が32社など地域全体でこ

の数ですが、新潟は新潟だけで20社選定し、され

に10社を選定するので、色々な所でご関心頂ける

のではないかなと思います。次にスタートアップ

ビザです。これは外国人起業家の受け入れを拡大

していこうということで、ビザの特例措置のよう

なものを作っております。他にはスタートアップ

チャレンジ補助金がございます。これは大企業の

若手・中堅人材等がスタートアップ等での実務に

挑戦し、成長過程での課題解決に取り組む「スタ

ートアップチャレンジ」の活動にかかる費用の一



 - 23 -

部を助成し、人材への成長機会付与と、スタート

アップの人材不足解消を支援する制度になります。

また、出向起業等創出支援事業というものもござ

いまして、大企業の社員をスタートアップに出向

させる、もしくは新たに立ち上げたときにその費

用の一部を補助するというものでございます。実

際に私の先輩にもスタートアップを立ち上げた方

がいまして、ある電力会社からこのスキームを使

って人に来てもらい現在事業を行っております。

なお、ガバメントピッチといものもございます。

自治体のニーズを自治体側がピッチを行いそれが

できるスタートアップ起業とマッチングするとい

ったイベントも開催されております。 

 行政としてはよく色々やっているが、何をやっ

ているのかよくわからないというお話もいただき

ます。経済産業省ではスタートアップ支援策一覧

というものを冊子として作っており69の施策が記

載されておりますので参考にしていただけますと

ありがたいです。 

 最後にですが、国の令和5年の概算要求について

です。経済産業省の税制改正要望では一番最初に

スタートアップエコシステムの抜本強化が掲げら

れており、概算要求段階なので実現するのかは別

ですが、国の方としても一丁目一番地としてやっ

ていくということが示されていると思います。 

【木山】

ありがとうございます。県の施策や2019年からカ

ウントした3年間で101件のスタートアップが生ま

れているというお話をいただきました。起業・創

業の支援機関が必要であるということに関する答

えが少しずつ成果として見えてきているのかなと

思います。また、国の施策もメニューが多いので、

我々も探しながら、当てはまるものを見つけてい

きたいと思います。 

 川島課長に1つお聞きしたのが、野澤さんからサ

ーチファンドというお話しもありましたが、サー

チファンドに対しての支援などを今後新潟県とし

て考えていくことは可能でしょうか。また、高田

さんにも言っていただきたいと思いますがタイア

ップできそうなことはありますか。 

【高田】

例えば地方銀行では山口銀行さんがサーチファン

ドに取り組んでいます。山口銀行では起業家の方

を一旦社員として受け入れて、持っているデータ

から企業を探し、見つけた後に買収する資金を集

めるということを行っています。この取り組みの

難しいことは、取引先の情報を開示できるかとい

う所だと思います。 

【木山】

行政サイドの話ではないと考えた方が良さそうで

すね。続いて永瀬社長に行きたいと思います。新

潟ベンチャーキャピタルはどちらかというとミド

ル・レイタ―向けのファンドだと思いますが、去

年あたりからシード・アーリー系のファンドも作

りたいという話も聞いています。この辺りも含め

て、現状の取り組みをお話しいただきたいと思い

ます。 

【永瀬】

新潟ベンチャーキャピタルの永瀬でございます。

私どもは2010年に設立した企業で現在13期目に入

ったベンチャーキャピタルでございます。よくお

話することなのですが、地方にベンチャーキャラ

クターは結構あります。ただ、大体のベンチャー

キャピタルが地銀の子会社でやっているケースが

ほとんどだと思います。一方、我々は創業からあ

えて地域のいろんな方々と協力して大きくしてい

くことを目指して参りました。そのため、弊社は

新潟の財界の方からご支援いただき44社の皆様か

ら株主になっていただいております。我々が投資

した企業に対して、株主の方のお力や人脈、ブラ
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ンド力をフルに使わせていただいてベンチャー支

援を行っているのが弊社の特徴だと思います。こ

の中には東京で成功した新潟出身の経営者の方に

も入っていただいております。新潟で色々な方を

ご紹介し、新潟のベンチャー企業が首都圏に出て

いくときに、こういった方を上手く活用しながら、

ベンチャー企業が大きくなるためのお手伝いをさ

せていただいております。 

 私どものファンドですが2つのファンドを運営し

ております。1つ目が新潟インキュベーションファ

ンド1号といい、2010年に設立しております。つま

りこのファンドを運営するためにできたのが新潟

ベンチャーキャピタルという会社といっても過言

ではございません。6億2200万円のファンドでそこ

まで大きなファンドではないのですが、このうち5

億円が新潟県の行政の資金をお預かりして、ベン

チャー投資をしたというファンドでございます。

正確にはNICOさんを通じて出資をいただきました。 

このファンドは私どもにとって非常に苦い思いを

したファンドでございます。もうすぐファンドク

ローズいたしますが、資金が半分くらいになって

しまいました。理由は色々あり、私どもの目利き

力もあったと思います。ただ、一つあるとすると、

新潟のベンチャー事業はまだまだ脆弱な所があり、

上場企業がここ何年も増えておりません。また、

グロース市場に上場している企業がおらず、スタ

ートアップ企業が中々育っていないというのが現

状です。結果として厳しい利回りになってしまっ

たという所です。 

 この経験と反省を踏まえまして、2016年に新し

いファンドを設立しております。こちらは地方創

生新潟1号といいます。こちらに関してはファンド

総額 18億1000万ということで、前回の約3倍の規

模感となっております。中小企業基盤整備機構と

いう国のお金を入れながら、地域の金融機関の皆

様からご出資をいただきまして、設立したファン

ドでございます。前回の経験を活かしまして、現

状新潟県だけに投資を行うのは厳しいという結論

に至りました。そのようなこともあり、我々はフ

ァンドの投資方針を3つ掲げております。1つ目は

新潟県に本社がある企業、2つ目は新潟県出身であ

り首都圏で活躍している企業、3つ目は新潟関係な

くともビジネスモデルが地方創生に寄与しており、

新潟と連携することで新潟が活性化する企業に投

資することとしており、現在は19社に投資をして

おります。結果的には新潟本社の投資先が多くな

り、50％程度が新潟本社の会社でした。このファ

ンドは7年目に入ったところでございます。今のと

ころ1社イグジットして回収しており、残り18社で

ございます。今年から来年にかけましたIPOの準備

をしている会社が5社あります。1社は現在東証に

申請中でございますし、4社は証券会社と中間審査

や本審査をやっているところでございます。また、

先にもなりますが6社ほど上場を目指している企業

もございます。 

 つまり地方の小さいベンチャーキャピタルでは

ございますが、11社が上場を目指しており、日本

一のベンチャーキャピタルを目指して日々活動し

ております。また、意外かもしれませんがベンチ

ャーキャピタル同氏は仲が良く地方のベンチャー

キャピタルともリレーションをたくさん持ってい

ます。コロナ前は月に1回東京に集まり情報交換も

行っておりました。 

 最後になりますが、私ども投資を出来るのは20

社前後しかございません。しかし、起業してこれ

から伸びていく企業をどんどん増やさなければな

らないと思っております。そのため、新潟県産と2

018年ごろから委託事業として、県内各地に行き、

起業家を育てる、起業の意識を醸成するというイ

ベントもやってまいりました。これは年間10件程

度行っており、累計で40回程度行っております。

この中から将来新潟を背負って立つような起業家

が生まれて欲しいと思っておりますし、女性向け

や小学生向けのイベントも行っております。 
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【木山】

今後の取り組みの中で、お話しにも出たインキュ

ベーションファンドに近いようなものを2号や3号

という形で行うお考えはありますか。 

【永瀬】

出来れば来年新しいファンドを作りたいと思って

おります。その頃には恐らく我々が投資している

ベンチャー企業が上場しているということもある

と思いますので、所謂エコシステムが出来ればと

思っています。我々がアーリーステージ向けのフ

ァンドを作り、我々の投資が成功した企業がエン

ジェルとなって若い企業に投資をするといったエ

コシステムを作っていきたいと思っております。 

【木山】

規模とレベルは考えておりますか。 

【永瀬】

前回のファンドが18億円でしたので、同規模か10

～15億円くらいの規模感で考えています。 

【木山】

わかりました、ありがとうございました。是非ア

ーリーステージの起業家にもそのような資金が届

くと良いと思っております。続きまして第四北越

銀行の高田さんから、どんな取り組みを一番強化

しているのかという部分や、アーリーステージの

起業家に対してのアプローチ等もお聞かせいただ

ければと思います。 

【高田】

第四北越銀行の高田でございます。企業・創業支

援の位置づけというのは、地域のサスティナビリ

ティの向上という形で位置づけております。簡潔

に言うと、新潟を持続可能な地域にするために、

産業の担い手である企業数を増やすためにはスタ

ートアップが必要ということで、スタートアップ

の支援には一生懸命取り組んでいるところでござ

います。また、同時に廃業の抑制も重視しており、

具体的には事業再構築や第二創業、事業承継の支

援を行っております。どちらかというとこの廃業

抑制が得意な分野であり、M&Aの件数も上位に位置

づけており強みでございます。一方スタートアッ

プ支援は少し弱いとこもございますが、推進して

いきたいと思っております。 

 スタートアップを増やすもしくはスタートアッ

プを連れきて、既存企業と連携していただき、オ

ープンイノベーションにより既存企業の生き残り

にもスタートアップの力をお借りしたいと思って

おります。 

 ここからは具体的に何をやっているかをご説明

いたします。弊行ではより専門的なサービスを行

うために、シンクタンクとコンサルティング会社

を組み合わせて第四北越リサーチ＆コンサルティ

ングを立ち上げました。ここでは外部の税理士や

弁護士も含めたワンストップサポートができる体

制を提供しております。また、新事業に関する無

料オンライン相談として、新潟スタートアップサ

ロンというものも実施しております。こちらはリ

サーチ＆コンサルティングのメンバーに加えて、

スナップ新潟さんも加えて3者面談という形でも相

談ができるようになっております。 

 次は資金面についてですが、先ほどの新潟ベン

チャーキャピタルさんが行っている地方創生新潟1

号ファンドに6億円を出資しております。また、自

前のファンドも3億円で立ち上げまして25社に出資

しております。また、ALL-JAPAN観光立国ファンド

がございまして、総額200.1億円のファンドですが、

ここにも1億円出資しております。現在この3つに

資金を出しており、今後については検証中でござ

います。そのため、現在新しいファンドを予定し

ておらず、融資による支援が中心となっておりま

す。弊行の創業特別融資の特徴としては据置期間
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が3年あるというのが特徴となっておりますので、

是非ベンチャー企業の皆様にはご利用いただきた

いと思っております。また、行政から創業関連保

証というものもありますので、こちらも有効に活

用いただきたいと思います。 

 弊行で一番力を入れているのが第2創業でござい

まして、新潟イノベーション・プログラムという

ものを行っております。元々は野村総合研究所が

開発したプログラムで全国の革新者のお力を借り

て地方から新事業を生み出していこうというもの

でございます。革新者というのは新しいビジネス

モデルを確立した方を指しておりまして、スノー

ピークの山井会長をスペシャルアドバイザーとし

ております。簡単に言うとスノーピークのような

会社を新潟からどんどん出していきたいというも

のになり外部の皆様のお力も借り運営しておりま

す。これについては基本的に第二創業を行いたい

人を中心に募集しておりますが、学生枠も無料で

設けており、今年は新潟大学や長岡技術科学大学

などから学生が参加しております。 

 弊行だけですと行えることも限られております

ので、基本的には新潟県の各スタートアップ拠点

と連携をメインに行っていきたいと思っておりま

す。また、経営者クラブという会を行っておりま

して、新潟県の中核企業1,600社を集めた会になり

ます。コロナ前に経営者クラブとベンチャー企業

の交流会を開催したこともあるので、こちらもま

た開催したいと思っております。 

【木山】

ありがとうございました。経団連の方からファン

ドの金額を10倍にしましょうと出ていましたが、

その辺についてはどうでしょうか。 

【高田】

正直なところ厳しいと思っております。現在の6億

円という金額についても他のファンドと比べて出

している方です。事業承継のファンドなどは2～3

億円の規模感ですので、現時点でスタートアップ

には注力しているところです。また、大手のベン

チャーキャピタルに対して新潟にファンドを作っ

て欲しいという話はしておりますが、地方に特化

して運営してくださる方が中々いないといった状

況もございます。 

【木山】

国の方針も含めて、地方創生に貢献できるような

積極的な取り組みを地元金融機関として期待した

いと思っております。 

続いて、地元企業としてSIIGの谷川社長は釣り

アプリという面白い取り組みをされております。

今日のお話を全体的に踏まえて、新潟県が行って

いる起業創業の支援に対してどのように思ってい

るか、自分たちみたいな仲間を増やしていくため

にして欲しいことを自社の紹介も含めてしていた

だければと思います。 

【谷川】 

SIIG株式会社の谷川でございます。私たちは魚釣

りを趣味とする方に向けたアプリを提供しており

ます。私の出身が佐渡でして、佐渡での大規模な

釣り大会という地域振興も行っております。 

 現在の資金調達の状況ですが、昨年新潟の先輩

方からご支援いただきシードラウンドでの調達を

実施しております。第四北越銀行さんからの融資

や佐渡市からの補助金などをいただいて、総額6,0

00万円ほど調達し、アプリ開発とリリースを行い

ました。今はブラッシュアップを進めながら、次

の調達に向けて動いているという状況です。まだ

まだ成長途中で華々しい成果はお話しできません

が、新潟の起業家育成支援制度で生まれた起業家

の1人として、少しでもお話しできることがあれば

と思っております。 

 私は今31歳なのですけれども、起業は2016年で
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して26歳でした。その時は1人の会社であり、借り

入れもなくスモールビジネスで3年ほど続けました。 

当時は出資や融資当の資金調達を受けてスタート

アップ的にやっていく意識は全く持ってなく当時

の視野は狭かったと思っております。私が創業し

たのが柏崎で海に近い環境でしたので海の観光や

釣り関連の事業者さんとの取引があり、その中で

釣りアプリのアイデアが生まれました。それから

個人で行う小さなビジネスからチームで大きなも

のを作りたいという意識が芽生えました。スター

トは今まで貯蓄していた1,000万円で事業を始めま

して、その時は東京に拠点を持っていましたが、

新潟ベンチャー協会が行っているピッチイベント

をSNSで見かけ、応募し優勝させていただき、それ

からは新潟の起業家の皆様からご支援いただいて

いる状況です。先ほど野澤さんから起業家予備軍

を増やすといったお話がありましたが、私がまさ

に新潟の起業家育成・支援制度の中で生まれて、

先輩の皆様にマインドを引っ張り上げていただい

たという認識もあるので、この事業を軌道に乗せ

て地元に恩返しできればと思っております。 

 直近は次の資金調達に向けて動いている中で、

苦しい部分は最初の資金調達をした時の計画と実

績のギャップが出てきているというのがあり、シ

リーズAの調達をしたいけれども評価額が中々挙が

って来ないため、希望する条件での交渉が難しい

という状況もあります。ただ、現在の6,000万円の

調達額は2,000万円ずつ補助金・融資・エクイティ

で調達しているので、バランスを見て今の自分た

ちのフェーズでどの資金調達の方法があっている

のかというのも見極めている状況です。 

【木山】

今、新潟の仕組みがあったから新潟で起業できた

という、起業を支援している立場の人間からする

と非常に嬉しいコメントを頂いております。ただ、

実態としては事業に次の数字を乗せていくことは

なかなか大変だというのが現実で、それを乗り越

えないとIPO等は目指せないというのが、一般的な

起業家の代表例かと思っています。 

 その中で、起業家を支援する仕組みがあって、

支援を求める人達がどんどん増えていくと小川さ

んの講演にあったみたいにカルチャーが必要だと

思っています。カルチャーの部分で言うと今の新

潟は谷川さんから見てどう思いますか。 

【谷川】

私はコミュニティのど真ん中に入らせていただい

ていて、恩恵を一心に浴びている立場なので、ぬ

るま湯につかっていて、申し訳ないという気持ち

すらあります。なので、外側から見て何が足りて

いないかというのは正直あまり分かりません。 

【木山】

支援に対する満足度は高いということですか。 

【谷川】

満足度は高いです。補助金も2,000万円頂いており、

これはアーリーステージの起業家であればあるほ

ど、本当にありがたいことだと思っています。 

【木山】

起業家同士のコミュニティについてはどう思いま

すか。ライバル視して負けてられないと思ってい

るのか、他人は他人、自分は自分といった雰囲気

でやっているのか。それとも励ましあいながらや

っているのか。どう感じていますか。 

【谷川】

起業家のコミュニティはフラーの渋谷さんが中心

になって、若手を巻き込んでいただいていて雰囲

気は凄く良く、刺激もしあい勉強させてもらって

いるという意識は大きいです。私は満足度が高い

ので何が足りていないかというのは難しいのです



 - 28 -

が、基本的には最初の新潟ベンチャー協会がスタ

ートしますという時に集まったメンバーでコミュ

ニティが続いているという認識が大きいので、後

輩たちがどんどん入ってきてくれれば良いのかな

と思います。 

【木山】

佐渡市に対してはどのような思いがありますか。 

【谷川】

足を向けて寝られないです。自分の出身地でもあ

りますし、今回補助金を頂いたことにより佐渡で

仕事ができ両親も喜んでいます。また、事業が佐

渡と相性が良く釣り大会をきっかけにアプリのユ

ーザー数も増えています。補助金は起業家からす

ると一番リスクが少ない資金調達手段なので、も

ちろん補助金ありきではないですが、元々事業計

画にはなかったチャレンジができるのは大きいと

思っております。今回の釣り大会も補助金のおか

げで当初より1年早く行うことができましたし、釣

り大会に参加したユーザーはアプリの定着率も良

いというデータも得られたのは凄く大きかったで

すので、感謝しております。 

【木山】

地元と地元の起業家のマッチングに関して、谷川

さんの場合は凄く上手くいっている事例かなと思

います。是非この後に行うピッチでも頑張って発

言してもらいたいと思います。 

最後、野澤さんに何となく行政や金融機関、アー

リーステージの起業家の話や経団連の講演を聞い

た所感をいただきたいと思います。 

【野澤】

自分の育った新潟がスタートアップにこれだけ力

を入れていくことになると思っていなかったので、 

携わっている身として凄く良いことだなと思いま

す。一方で現実問題としてはやるべきことはいっ

ぱいあると感じました。私がいるシリコンバレー

と比較すると色々なことが違うのだろうなと思っ

ています。シリコンバレーは人種が多様なので、

阿吽の呼吸は基本的になく、なんでも言語化・仕

組化が前提になっています。そのため色々な仕組

みが生まれます。例えばアーリーステージの資金

調達だと株価をどうするかという時に人種が様々

でそれぞれの考え方があるので、株価調整をしな

くても良い仕組みを考え、それが広まっていくな

ど、仕組みが生まれ共有される土台があるのは大

きいことだと思います。 

 また、大きな違いとしては日本でいう国や県と

いった官との関わり方が違います。アメリカでは

助成金はあまりなく、どちらかというと制度を変

えるところにフォーカスしています。例えば、配

車アプリのUberが出来たときに、空港に入る許可

を得る際に既存のタクシー業界と揉め、Uberは立

ち入り禁止になりました。その時にサンフランシ

スコ市役所が利害調整をしてUberも空港に入れる

ように制度変更を行いました。考え方はやってみ

て上手くいかなければ直せば良いといった考え方

です。日本はガチっと決めて上手くいかなくても

始めちゃったから止められないという考え方があ

ると思うので、官との関わり方は違うと思います。 

それでは、何をするべきだというと、例えばフ

ァンドであれば上手くいかない可能性が高いです

が、シードに特化したファンドを作って割り切っ

てやることも一つ必要だと思います。アメリカは

シードに特化したファンドが山のようにあり、そ

ういったところはハイリスク・ハイリターンです。 

上手くいくと何百倍にもなりますが、ほとんどが

上手くいきません。ただ何とかエクイティさせる

ためにより必死になるので一つだと思います。ま

た、エンジェル投資家の存在も大きいと思います。 

起業家がピッチをしてその場で気に入れば小切手

を渡します。このようなリスクマネーを供給して
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くれる人がいないと、なかなかシード期のところ

は厳しいと肌感として感じておりました。本来で

あればここで事業会社も一定程度関わっていかな

ければならないと思うのですが、シード期の事業

は上手くいくか全くわからないので稟議を通すの

は難しいのが現状だと思います。この決裁基準を

下げたり、色々なやり方で事業会社が上手く関わ

っていくことでドライブさせていくことが日本に

必要だと思いました。 

 後は教育です。我々の所にもシード期の若い起

業家が来ますが、資本政策などがデタラメなケー

スも多いのでこのような所を知識として学ぶこと

は必要だと思います。また、プレゼンの仕方やフ

ォーマット等もシリコンバレーはだいたい決まっ

ているので、この辺も絡めた学びも必要だと思い

ます。 

 起業は1大事であり、人生かけないとやりきれな

いのではないかと思うので安易に学生へ起業を進

めるのは難しいと思っています。まずは企業に入

ってもらって事業の作り方や物の決め方を経験し

たうえで、学生時代に学んだ起業のスキルをいか

すというような道があった方がいいと思いました。 

【木山】

野沢さん大変ありがとうございました。今日一日

ありがとうございました。ここ3～4年の流れの中

から実際に谷川さんのような起業家が生まれたと

か。ファンドがどうなっているのか。など、今後

のお金の使い方で、新潟県の行政サイドや金融サ

イドがある中で、経団連の小川さんが言ったみた

いにこれから10倍にしましょうという目標設定が

国から出てくるのだろうと思います。この資本政

策の中で新潟県の起業家を増やしてどうやって一

人前にしていくかが問われる時代になってくるの

かなと思います。その中で行政サイドは、役割も

ある意味ルール作りも含めた牽引役として、民間

の我々と一緒にアイデアを出し合って頑張ってい

ただきたいなと思っております。今日は長時間に

わたってご清聴いただきありがとうございました。

年に1回はこういった企画を行いたいと思いますの

で、定点観測をしていくのが同友会の役割だと思

っています。また、お仲間をお誘いの上ご参加い

ただければ幸いでございます。本日はありがとう

ございました。 
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登壇者 

５．ピッチイベント

佐藤 靖徳

株式会社パンタレイ

代表取締役 

内容 

風力発電の創生 

冨田 翼空

HUB SAUNA 株式会社

代表取締役社長 

内容 

サウナビジネス 

堀口 航平

株式会社コルシー

代表取締役社長 

内容 

心電図遠隔判読 

サービス 

谷川 奨

SIIG 株式会社

代表取締役 

内容 

釣りアプリ 

「FishRanker」 

パネルディスカッション終了後、懇親会の場で地元起業家4名によるピッチを行った。 

その後、金融機関3名からコメントをいただき懇親を深めた。 



（敬称略、順不同）

氏名 企業名・団体名 役職

ご来賓 金井　健一 新潟県 産業労働部　 部長

講師 小川　尚子 一般社団法人 日本経済団体連合会 産業技術本部 本部長

講師・

パネリスト
野澤　博 朝日メディアラボベンチャーズ株式会社 代表取締役

パネリスト 川島　俊哉 新潟県 産業労働部創業・イノベーション推進課 課長

高田　敏行 第四北越銀行 コンサルティング事業部 地域創生コンサルティンググループ上席調査役

永瀬　俊彦 新潟ベンチャーキャピタル株式会社 代表取締役

パネリスト・

ピッチ登壇
谷川　奨 SIIG株式会社 代表取締役

ピッチ登壇佐藤　靖徳 株式会社 パンタレイ 代表取締役社長

冨田　翼空 HUB SAUNA株式会社 代表取締役社長

堀口　航平 株式会社 コルシー 代表取締役社長

県 佐々木　淑貴 新潟県 創業・イノベーション推進課　 政策企画員

山本　あす香 新潟県 創業・イノベーション推進課　 主事

山口　太久 新潟県 新発田地域振興局健康福祉環境部環境センター環境課　主事

市町村 中川　高男 新潟市 経済部 部長

野澤　朋史 長岡市 商工部 産業イノベーション課 係長

中村　伸治 新発田市 商工振興課　 係長

村山　等 十日町市 産業観光部 産業政策課 係長

山田　森都 燕市 産業振興部 商工振興課 主任

斎藤　文人 燕市 産業振興部 商工振興課 主事

北見　太志 佐渡市 地域振興部 産業振興課　 課長

渡邉　一哉 佐渡市 地域振興部 移住交流推進課　 課長

橋本　一浩 公益財団法人 にいがた産業創造機構 副理事長

入澤　俊太 公益財団法人 にいがた産業創造機構 チーフ

間瀬　博文 公益財団法人 新潟市産業振興財団 ビジネス支援センタープロジェクトマネージャー

スタートアップ拠点逸見　覚 株式会社 スナップ新潟　 代表取締役社長

荒川　由晃 株式会社 スナップ新潟

小菅　小百合 株式会社 スナップ新潟

松岡　永璃子 HARDOFF Startup Shibata

武田　修美 MGNET　 代表取締役

平原　匡 FURUSATTO 代表

宮本　正裕 FURUSATTO

小川　恭平 FURUSATTO

 第２回　2040・アントレプレナー委員会委員会 出席者名簿



委員長 木山　光 木山産業株式会社 代表取締役社長

副委員長 阿部　尚義 株式会社 阿部建設 代表取締役

若桑　茂 株式会社 アイビーシステム 代表取締役会長

渡邊　明紀 新発田建設株式会社 代表取締役社長

委員 池田　祥護 株式会社 ＮＳＧホールディングス 代表取締役社長

糸満　盛人 株式会社 アイ・シー・オー 取締役

梅津　雅之 株式会社 ＢＳＮアイネット 代表取締役会長

加藤　幸久 株式会社 メビウス 代表取締役社長

金井　利郎 金井度量衡株式会社 代表取締役

金子　重行 中越クリーンサービス株式会社 代表取締役社長

坂爪　豪 株式会社 中央コントロールズ社 代表取締役

渋谷　修太 フラー株式会社 代表取締役会長

関口　健之介 株式会社 フジ・クリエイティブセンター 代表取締役社長

富山　栄子 学校法人 新潟総合学園 事業創造大学院大学 副学長・教授

仲宗根　満 イオンディライト株式会社北陸信越支社 支社長

西澤哲彦 株式会社 ナガオカサッシ工業 代表取締役

吉井　雅栄 ＹＭ国際特許事務所 所長弁理士

代表幹事 山本　善政 株式会社 ハードオフコーポレーション 代表取締役会長

会員 小川　忍 日本生命保険相互会社 新潟支社 支社長

小川　博己 株式会社小川 代表取締役

小澤　現 株式会社 三菱ＵＦＪ銀行新潟支店 支店長

髙橋　秀之 新潟ベンチャーキャピタル株式会社 取締役会長

幡野　隆史 株式会社 三井住友銀行 新潟法人営業部 部長

本間　剛朗 株式会社 アルディー 代表取締役社長

吉田　道男 株式会社 みずほ銀行新潟法人部 部長

渡辺　敏彦 学校法人 国際総合学園 特別顧問

代理出席 諏訪　浩二 東日本電信電話株式会社 新潟支店 総務・広報担当課長

殖栗　健輔 フラー株式会社 セールス兼会長補佐

星野　善宣 新潟ベンチャーキャピタル株式会社 取締役

丸山　潤 新潟綜合警備保障株式会社 第一営業部部長

事務局 藤澤　成 新潟経済同友会　 専務理事

松浦　大樹 新潟経済同友会　 統括マネジャー

玉橋　潤 新潟経済同友会　 マネジャー

長谷部直子 新潟経済同友会　 マネジャー

坂内　峻 新潟経済同友会　 マネジャー

山本　桃子 新潟経済同友会　 マネジャー

清水　陽子 新潟経済同友会　 主任

計  69人




